
       

 

  

 

第 42 回公正入札調査会議（契約の適正化小グループ） 

                 の議事概要について                

 

 

 

 標記の会議について、以下のとおり議事概要をお知らせします。 

 

１．開催日・場所 

令和元年９月３０日（月） 

中央合同庁舎第３号館１１階特別会議室 

 

２．出席委員 

    大橋  弘 東京大学大学院経済学研究科教授 

   楠  茂樹  上智大学法科大学院・法学部 教授 

    堀田 昌英 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

                         【敬称略（五十音順）】 

 

３．議事 

（１）平成３１年１月～平成３１年３月に締結された随意契約及び一般競争

契約の報告及び審議 

      国土交通本省等が平成３１年１月から平成３１年３月までに発注した物

品・役務に係る契約の過程及び契約の内容（官庁営繕部所掌の工事の設計、

工事監理及び工事に関する調査並びに航空局所掌のものを除く。）の報告を

行い、計 172 件（随意契約 104 件、一般競争契約 68 件）のうち会議が抽出

した 10 件に関して、入札及び契約の適正化に関する事項について審議を行

った。 

 

（２）その他 

   ・審査対象期間における契約状況の分析について説明した。 

   ・調達改善計画の実施状況について説明した。 

 
  



       

 

  

    

  

 

４．委員からの主な意見等 

   別紙のとおり 

 

５．参考資料 

別添１：契約一覧総括表 

別添２：契約一覧表 

   別添３：公正入札調査会議（契約の適正化小グループ）実施要領 

 

 

①競争性のない随
意契約
②企画競争

③公募
④その他

企画競争・公募の
場合の応募者数

政府調達案件は
○を記載

9
大臣官房会計課

（鉄道局）
空港への鉄道アクセス強化に関する調査 役務 H31.1.28 （一財）運輸総合研究所 13,937,482 ②企画競争 1

10
大臣官房会計課

（港湾局）

平成３０年度　港湾物流効率化に向けたAIシステム構築

に係る検討業務
役務 H31.1.30 富士通（株） 47,163,600 ②企画競争 1

12
大臣官房会計課
（総合政策局）

平成３０年度　新たなモビリティサービスやその他の交
通分野の先進的な取組の動向に関する調査業務

役務 H31.1.31 （株）日本能率協会総合研究所 13,996,800 ②企画競争 1

21
大臣官房会計課
（海事局）

韓国の政府系金融機関による金融支援に係るＷＴＯ補
助金協定への違反性検証・立証調査

役務 H31.2.27 西村あさひ法律事務所 71,820,000 ②企画競争 1

30 土地・建設産業局
地籍整備プラットフォーム・オープンデータシステム構築
業務（第１回変更）

役務 H31.2.1 （株）長大　東京支社 10,692,000
①競争性のない随
意契約

契約変更

37 都市局
平成３０年度　大規模盛土造成地調査（関東・北陸地
方）・検討業務

役務 H31.3.20 パシフィックコンサルタンツ（株） 292,356,000 ②企画競争 4

47 道路局
ＩＴＳ関連データ分析における人工知能（ＡＩ）の活用方策
に関する検討業務

役務 H31.1.10 （一財）国土技術研究センター 19,764,000 ②企画競争 1

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名

区　　分

（物品・役
務の別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額

（税込み：円）
予定価格

（税込み：円）
落札率 入札参加者数 備　　　考

10
大臣官房会計課
（情報政策本部）

国土交通本省行政情報ネットワークシステムの賃貸借
延長に係る運用管理業務

役務 H31.1.10 富士通（株） 59,162,400 61,489,584 96.22% 1

50 自動車局
自動車登録検査業務電子情報処理システム等の業務
改善（次回重量税額照会機能構築）

役務 H31.1.7 （株）エヌ・ティ・ティ・データ 77,868,000 78,840,000 98.77% 1

60 観光庁 民泊制度運営システムの改修業務 役務 H31.1.11
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
（株）

14,904,000 14,958,000 99.64% 1

（期間　平成３１年１月１日～平成３１年３月３１日）物品及び役務に係る一般競争契約

物品及び役務に係る随意契約

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区　　分

（物品・役

務の別）

契約の相手方
契約金額

（税込み：円）

随意契約の種別

備　　　考

（期間　平成３１年１月１日～平成３１年３月３１日）

抽 出 案 件 一 覧 表

契約年月日



 

 

別紙 

１．随意契約 

主な意見・質問 回答 

【事案１】 

空港への鉄道アクセス強化に関する調査（鉄道局） 

同等の実績・資格を持った者というのは、専門的な

需要推計もできるいうことか。 

 

予定公示を行うなど、前倒しはできなかったのか。 

 

 

 

企画競争だが価格の要素も考慮しているのか。 

 

 

 

過去の実績を見て、三者応札が可能と想定した。 

 

 

内容について外部の関係者とも調整を行ったた

め、方針が固まるのが秋になった。アンケートも結果

も踏まえ、前倒しを検討したい。 

  

公示価格内で業務が行えるのかを確認している。 

【事案 2】 

平成３０年度 港湾物流効率化に向けた AI システ

ム構築に係る検討業務（港湾局） 

「前回公示時に応募したが不特定となり、仕様内容

が同一であったため参加を見送った」とあるが、２９

年度の類似案件ということか。全く同じ何件を調査す

ることがあるのか。 

 

随意契約の理由が基礎資料作成とあるがどういう

ことか。 

 

 

 

 

３０年度８月に公示した案件でる。公示内容が同じ

ということで、業務内容が同一ということではない。 

 

 

 

AI システム構築のためにコンテナターミナルで行

っているハンドリングを具体的に分析するというこ

とである。 

【事案 3】 

平成３０年度 新たなモビリティサービスやその

他の交通分野の先進的な取組の動向に関する調査業

務（総合政策局） 

競争性確保の工夫としてデータの整理作業を削っ

て、労働人数を抑えたと言うことだが、金額でどれく

らいか。 

発注時期について、問題があるのではないか。 

 

 

 

 

 

間接費などを除いた直接人件費比で見ると、大体

三、四割減している。 

 

作成者側としては、できる限りその年の話題を取り

込みたいため、現状の発注時期となった。ただし、可

能な限り前倒しに取組みたい。 

【事案 4】 

韓国の政府系金融機関による金融支援に係るＷＴ

Ｏ補助金協定への違反性検証・立証調査（海事局） 

 

 

 



 

 

類似の案件について、２８年度は契約先が異なるが

具体的にどんな業務か。 

 

契約金額の適正性と検収された成果物の適正性は

どう考えるか。 

 

調査の進展によって、先方が契約変更の要望が来れ

ば考慮することはあるのか。 

２８年は実態調査を行ったため、契約先が異なる。 

 

 

類似案件に比べると安価に抑えていると考ている。

我が国主張の妥当性、強靱さというところも含めて検

証している。 

 本件については、契約金額内で業務を行うこととし

ている。 

 

【事案 5】 

地籍整備プラットフォーム・オープンデータシステム

構築業務（土地・建設産業局） 

 契約変更で生じた工数の増加の概算はどれくらい

か。金額の増加は工数の増に見合っているのか。 

 

 

 

 １４１人日です。測量技術者の標準単価に基づき算

定しており、妥当と考える。 

 

【事案 6】 

平成３０年度 大規模盛土造成地調査（関東・北陸地

方）・検討業務（都市局） 

 企画競争の公示内容がしっかりとしているが、事前

に委員会などにかけていたのか。 

 

 大規模な調査であるが、手持ち業務の調整などはど

う考えているのか。また受注業者が手持ち業務などを

確認しているのか。 

 

 

 

当課の推進している事業なので、ガイドライン等を

作成し、事前に検討を重ね準備した。 

 

業務量を見て、適宜内容の分割を行った。手持ち業

務については確認や過去の実績なども鑑みて業務を

遂行できると判断している。 

 

【事案 7】ＩＴＳ関連データ分析における人工知能（Ａ

Ｉ）の活用方策に関する検討業務（道路局） 

当該契約は総合評価でも技術評価は行うので、価格

も織り込んで総合評価方式で行うことはできないの

か。 

 

 

技術内容が評価の中心なので、企画競争が適してい

ると考えているが、課題として受け止める。 

 

１． 一般競争契約 

【事案８】国土交通本省行政情報ネットワークシステ

ムの賃貸借延長に係る運用管理業務（総合政策局情報

政策本部） 

メンテナンス関係は元業者が有利なため、公告期間

の延期は有効な手段ではないのでは。 

 

 

 

 PC 自体の調達と運用管理業務、分離して前回発注し

て、PC の方は業者が変更している。運用管理業務はヒ

アリングをする限りではノウハウを保有している業

者であれば、応札は可能と考える。なお政府情報シス



 

 

 

 

 

 

再委託の適正についての判断は。 

 

テムのガイドラインの見直しがあったため、来年度か

らの調達は一体化して行うことになっている。 

 

４８％となっているが、主に常駐するヘルプデスク

人員にかかる人件費のため、適切と考えている 

【事案９】自動車登録検査業務電子情報処理システム

等の業務改善（次回重量税額照会機能構築）（自動車

局） 

このシステムは当該事業者のシステムなのか。 

 

 他社が請け負ったことがあるのか 

   

 

 

 

最低価格落札方式だが、安価で落札されたら不安は

ないのか。従来の業者が落とせば、落札率は高いまま

だが、安価で知識に乏しい業者が落とせば不安は残る

ので、今後もどういった調達が適切か検討されたい。 

別の事業者が参入するとしても、当該事業者の協力

がなければ、参入は困難である。当該事業者のバック

アップの義務づけや、当該事業者のがバックアップに

対して値上げを行わないよう対価を原価ベースにす

るなどしないと参入は難しいと考える。 

 

 

 当局所有のシステムである。 

 

 実績は無い。以前、設計開発をする際に、他社で参

入していたが、結果的には現在の業者落札した。既存

プログラムの改修なのでこういった結果になったと

考える。 

  

システムの認識に疎い業者が落札した場合は不安

がある。検討課題として受け止める。 

 

【事案 10】民泊制度運営システムの改修業務（観光庁） 

 

予定価格の算定根拠を教えてください。 

 

 

 

アンケート結果からの改善策は公告期間の延長と 

 

 

数社の見積を元に予定価格を算定した。次点とは既

存システムの調査分析費として７００万円ほど差額

があった。 

 

 指摘を踏まえて、今後検討する。 

 



       

 

  

                                              

                                      別添１ 

 



1,890,108,079

①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

1
大臣官房会計
課

平成３０年度国土交通白書第Ⅰ部「新し
い時代に応える国土交通政策」に関する
調査業務

役務 H31.1.8
ＥＹ新日本有限責
任監査法人

7,128,000 ②企画競争 1 総合政策局

2
大臣官房会計
課

管理用画像共有化装置改造 物品 H31.1.31 富士通(株) 30,888,000
①競争性のな
い随意契約

○ 技術調査課

3
大臣官房会計
課

中央合同庁舎第３号館電力・環境計測シ
ステム改修

役務 H31.2.14 沖電気工業（株） 3,848,040
①競争性のな
い随意契約

庁舎管理室

4
大臣官房会計
課（海事局）

舟艇等を利用した体験学習の機会創出
等に関する調査業務

役務 H31.1.7 （株）日広通信社 1,999,620 ②企画競争 1

5
大臣官房会計
課（海事局）

登録船舶管理事業者評価制度の創設等
に係る調査検討業務

役務 H31.1.9
（公財）日本海事セ
ンター

5,319,000 ②企画競争 1

6
大臣官房会計
課（港湾局）

洋上風力発電設備に関する技術基準の
統一的解説の見直しに関する検討業務

役務 H31.1.9
（一財）沿岸技術研
究センター

5,875,200 ②企画競争 1

7
大臣官房会計
課（総合政策
局）

地域公共交通事業における「競争政策の
あり方」に関する調査業務

役務 H31.1.23
（株）日本能率協会
総合研究所

7,959,600 ②企画競争 1

8
大臣官房会計
課（総合政策
局）

平成30年度　地域交通事業者の財務諸
表データ等活用手法検討業務

役務 H31.1.28
デロイトトーマツコ
ンサルティング
（同）

8,996,400 ②企画競争 3

9
大臣官房会計
課（鉄道局）

空港への鉄道アクセス強化に関する調査 役務 H31.1.28
（一財）運輸総合研
究所

13,937,482 ②企画競争 1

10
大臣官房会計
課（港湾局）

平成３０年度　港湾物流効率化に向けた
AIシステム構築に係る検討業務

役務 H31.1.30 富士通（株） 47,163,600 ②企画競争 1

11
大臣官房会計
課（海事局）

舶用燃料油の供給及び同油を用いた船
舶の運航に関する実証調査

役務 H31.1.31 （株）日本海洋科学 25,999,256 ②企画競争 1

12
大臣官房会計
課（総合政策
局）

平成３０年度　新たなモビリティサービス
やその他の交通分野の先進的な取組の
動向に関する調査業務

役務 H31.1.31
（株）日本能率協会
総合研究所

13,996,800 ②企画競争 1

別記様式２

物　品　及　び　役　務　に　係　る　随　意　契　約　一　覧　表

（期間　平成３１年１月１日～平成３１年３月３１日）
随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

13
大臣官房会計
課（情報政策
本部）

国土交通本省行政情報ネットワークシス
テムのクライアントPC及びサーバの賃貸
借延長及び保守

役務 H31.1.31
新日鉄住金ソ
リューションズ（株）

320,158,575 ④その他 - ○ 有利随契

14
大臣官房会計
課（鉄道局）

平成３０年度　鉄道駅における危険物の
旅客スクリーニングに関する調査

役務 H31.1.31 綜合警備保障（株） 9,720,000 ②企画競争 1

15
大臣官房会計
課（海事局）

ASEAN内航船市場への進出可能性に関
する調査

役務 H31.1.31
デロイトトーマツ
ファイナンシャルア
ドバイザリー（同）

3,492,720 ②企画競争 2

16
大臣官房会計
課（総合政策
局）

日ASEAN交通連携に基づくバリアフリー・
障害者対策に係る調査提案事業

役務 H31.2.1
（一社）海外運輸協
力協会

9,995,978 ②企画競争 3

17
大臣官房会計
課（海事局）

バングラデシュにおけるシップリサイクル
施設の実態、及び同国条約締結に向け
た課題に関する基礎調査

役務 H31.2.4 （株）日本海洋科学 6,966,000 ②企画競争 1

18
大臣官房会計
課（鉄道局）

鉄道におけるボランティアの手引き作成
に向けた調査

役務 H31.2.6 社会システム（株） 11,946,216 ②企画競争 1

19
大臣官房会計
課（総合政策
局）

都市公共交通システムの海外展開に向
けた調査業務

役務 H31.2.8
デロイトトーマツ
ファイナンシャルア
ドバイザリー（同）

14,972,920 ②企画競争 3

20
大臣官房会計
課（鉄道局）

海外鉄道PPPにおける適切な事業実施
体制等に関する調査

役務 H31.2.15
PwCアドバイザリー
（同）

28,998,961 ②企画競争 3

21
大臣官房会計
課（海事局）

韓国の政府系金融機関による金融支援
に係るＷＴＯ補助金協定への違反性検
証・立証調査

役務 H31.2.27
西村あさひ法律事
務所

71,820,000 ②企画競争 1

22
大臣官房会計
課（鉄道局）

車椅子利用者にとってわかりやすい鉄道
駅のバリアフリーマップ調査

役務 H31.2.27 （株）サンビーム 8,996,400 ②企画競争 1

23
大臣官房会計
課（鉄道局）

海外における高速鉄道の土木部分に係
る事業費縮減の方策に関する調査

役務 H31.3.8
（独）鉄道建設・運
輸施設整備支援機
構

4,158,000 ③公募 1

24
総合政策局
総務課（総合
交通体系）

平成30年度　歩行者移動支援サービス
の展開に向けた環境整備業務（第1回変
更）

役務 H31.1.28
（株）パスコ　中央
事業部

2,268,000 ②企画競争 増額分を記載
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

25
総合政策局
総務課（総合
交通体系）

平成３０年度　幹線旅客流動の把握に関
する高度化検討調査（第2回変更）

役務 H31.2.4

幹線旅客流動の把
握に関する高度化
検討調査に関する
運輸総合研究所・
三菱総合研究所共
同提案体（代表者　
（一財）運輸総合研
究所）

②企画競争 履行期限延長

26
総合政策局　
公共事業企画
調整課

新たな建設リサイクル推進計画の策定に
向けた方策検討業務（第１回変更）

役務 H31.2.18

新たな建設リサイ
クル推進計画の策
定に向けた方策検
討業務　先端建設
技術センター・日本
能率協会総合研究
所共同提案体（代
表者　（一財）先端
建設技術センター）

②企画競争 履行期限延長

27
総合政策局　
公共事業企画
調整課

先端技術による河川・ダム管理施設の点
検等高度化に向けた検討業務（第1回変
更）

役務 H31.2.26

先端技術による河
川・ダム管理施設
の点検等高度化に
向けた検討業務　
先端建設技術セン
ター・ダム・堰施設
技術協会共同提案
体（代表者　（一
財）先端建設技術
センター）

②企画競争 履行期限延長

28
土地・建設産
業局

全国版空き家・空き地バンクに係る掲載
情報の充実化等に関する業務

役務 H31.2.8 アットホーム（株） 3,499,200
①競争性のな
い随意契約

29
土地・建設産
業局

全国版空き家・空き地バンクに係る掲載
情報の充実化等に関する業務

役務 H31.2.8 （株）ＬＩＦＵＬＬ 2,500,000
①競争性のな
い随意契約

30
土地・建設産
業局

地籍整備プラットフォーム・オープンデー
タシステム構築業務（第１回変更）

役務 H31.2.1
（株）長大　東京支
社

10,692,000
①競争性のな
い随意契約

契約変更

31 都市局
官民連携まちづくりの手法を通じた低未
利用地等の利活用推進方策に関する調
査・検討業務（第1回変更）

役務 H31.1.18
株式会社　日建設
計総合研究所

1,382,400 ②企画競争 1 契約変更

32 都市局
新興国における都市交通システムの海外
展開に向けた調査・支援業務（第1回変
更）

役務 H31.1.18
共同提案体（代）日
本工営（株）　他１
社

3,693,600 ②企画競争 1 契約変更
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

33 都市局
平成30年度海外の国際不動産見本市に
おける都市の情報発信手法に関する調
査業務（第１回変更）

役務 H31.1.18 森ビル（株） 2,991,600 ②企画競争 1 契約変更

34 都市局
都市再生の現状と将来の動向を見据え
た事業環境分析調査　(第1回変更）

役務 H31.2.14
(株）野村総合研究
所

855,712 ②企画競争 1 契約変更

35 都市局
平成30年度　全国液状化危険度マップ作
成業務

役務 H31.3.20
復建調査設計（株）　
東京支社

119,988,000 ②企画競争 6

36 都市局
平成３０年度　大規模盛土造成地調査
（北海道・東北地方）業務

役務 H31.3.20
（株）パスコ　中央
事業部　

191,980,800 ②企画競争 3

37 都市局
平成３０年度　大規模盛土造成地調査
（関東・北陸地方）・検討業務

役務 H31.3.20
パシフィックコンサ
ルタンツ（株）

292,356,000 ②企画競争 4

38 都市局
平成３０年度　大規模盛土造成地調査
（中部・近畿・中国・四国地方）業務

役務 H31.3.20
（株）パスコ　中央
事業部　

151,848,000 ②企画競争 5

39 都市局
平成３０年度　大規模盛土造成地調査
（九州・沖縄地方）業務

役務 H31.3.20
共同提案体（代）ア
ジア航測（株）　他１

211,863,600 ②企画競争 6

40
水管理・国土
保全局

平成３０年度　最新の国際動向を踏まえ
た防災の主流化推進方策検討業務（第1
回変更）

役務 H31.1.21

平成30年度　最新
の国際動向を踏ま
えた防災の主流化
推進方策検討業務　
特定非営利活動法
人日本水フォーラ
ム・独立行政法人
水資源機構共同提
案体

6,512,400 ②企画競争 2 変更契約

41
水管理・国土
保全局

平成３０年度　海外の水関連災害等の調
査・分析及び情報発信検討業務（第1回
変更）

役務 H31.1.22

国際建設技術協
会・パシフィックコン
サルタンツ共同提
案体

1,998,000 ②企画競争 1 変更契約

42
水管理・国土
保全局

気候変動の影響を踏まえた治水計画検
討業務（第1回変更）

役務 H31.2.19
（一財）国土技術研
究センター

0 ②企画競争 1
変更契約
（金額変更なし）

43
水管理・国土
保全局

水害ハザードマップに係る周知方法等検
討業務（第1回変更）

役務 H31.3.1
（一財）河川情報セ
ンター

0 ②企画競争 2
変更契約
（金額変更なし）

44
水管理・国土
保全局

水面制御装置に係る実証事業（第1回変
更）

役務 H31.3.4 日本工営（株） ▲ 6,209,655 ③公募 3

・変更契約
・公募課題１件に
対して３件のテーマ
の応募があり、そ
の内１件が採択さ
れたもの。

45
水管理・国土
保全局

新たな流域別下水道整備総合計画制度
に関する検討業務（第1回変更）

役務 H31.3.14 （株）日水コン ▲ 2,926,800 ②企画競争 2 変更契約
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

46 水資源部
平成３０年度渇水リスク評価等に関する
調査検討業務（第１回変更）

役務 H31.3.15

平成３０年度渇水リ
スク評価等に関す
る調査検討業務国
土技術研究セン
ター・パシフィックコ
ンサルタンツ共同
提案体

302,400 ②企画競争 1 変更契約

47 道路局
ＩＴＳ関連データ分析における人工知能（Ａ
Ｉ）の活用方策に関する検討業務

役務 H31.1.10
（一財）国土技術研
究センター

19,764,000 ②企画競争 1

48 道路局
平成３０年度　自転車の統計に関する整
理等業務

役務 H31.1.23
（株）建設技術研究
所

7,992,000 ②企画競争 2

49 道路局
平成３０年度　サイクルツーリズムの推進
に関する調査検討業務

役務 H31.1.23
ドーコン・計量計画
研究所共同提案体

6,955,200 ②企画競争 1

50 道路局
人の移動を含むモバイルビッグデータの
活用検討業務

役務 H31.2.6

人の移動を含むモ
バイルビッグデータ
の活用検討業務　
計量計画研究所・
ソフトバンク共同提

16,923,600 ②企画競争 1

51 道路局
平成３０年度　「道の駅」政策企画補助等
業務（第１回変更）

役務 H31.1.10

平成３０年度　「道
の駅」政策企画補
助等業務　日本み
ち研究所・オリエン
タルコンサルタンツ
共同提案体

7,236,000 ②企画競争 1 契約変更

52 道路局
ＩＣＴやビッグデータを活用した新たな道路
交通調査に関する検討業務（第１回変
更）

役務 H31.1.16
（一財）計量計画研
究所

5,832,000 ②企画競争 1 契約変更

53 道路局
重要物流道路のネットワーク構築に向け
た検討業務（第１回変更）

役務 H31.1.16
（一財）国土技術研
究センター

8,953,200 ②企画競争 1 契約変更

54 道路局
平成３０年度　道路附属物の効率的な維
持管理手法に関する検討業務（第１回変
更）

役務 H31.1.21
パシフィックコンサ
ルタンツ（株）首都
圏本社

▲ 324,000 ②企画競争 1 契約変更
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
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番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
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（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

55 道路局
大都市圏における高速道路を賢く使うた
めの料金体系に関する調査検討業務（第
１回変更）

役務 H31.2.6

大都市圏における
高速道路を賢く使
うための料金体系
に関する調査検討
業務　地域未来研
究所・計量計画研
究所共同提案体

4,255,200 ②企画競争 1 契約変更

56 道路局
首都圏における高速道路を賢く使うため
の料金体系に関する調査検討業務（第１
回変更）

役務 H31.2.6
（一財）計量計画研
究所

4,320,000 ②企画競争 1 契約変更

57 道路局
高速道路における逆走対策検討業務（第
１回変更）

役務 H31.2.6

高速道路における
逆走対策検討業務　
オリエンタルコンサ
ルタンツ・道路新産
業開発機構共同提
案体

6,264,000 ②企画競争 1 契約変更

58 道路局
特殊車両の通行許可に係る適正化検討
業務（第１回変更）

役務 H31.2.21
（株）オリエンタルコ
ンサルタンツ

8,046,000 ②企画競争 1 契約変更

59 道路局
平成３０年度　「道の駅」政策企画補助等
業務（第２回変更）

役務 H31.2.21

平成３０年度　「道
の駅」政策企画補
助等業務　日本み
ち研究所・オリエン
タルコンサルタンツ
共同提案体

0 ②企画競争 1 契約変更

60 道路局
道路交通の円滑化に向けた交通動向把
握・分析業務（第１回変更）

役務 H31.2.26

道路交通の円滑化
に向けた交通動向
把握・分析業務　
国土技術研究セン
ター・社会システム
共同提案体

3,909,600 ②企画競争 1 契約変更

61 道路局
平成３０年度　個別施設計画の策定に関
する分析検討業務（第１回変更）

役務 H31.2.21

平成３０年度　個別
施設計画の策定に
関する分析検討業
務　パシフィックコ
ンサルタンツ・国際
航業共同提案体

4,752,000 ②企画競争 1 契約変更
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記
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番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
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（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

62 道路局
平成３０年度　点検・診断等の質・効率の
向上に関する検討業務（第１回変更）

役務 H31.2.25

平成３０年度　点
検・診断等の質・効
率の向上に関する
検討業務　橋梁調
査会・日本建設機
械施工協会共同提
案体

0 ②企画競争 1 契約変更

63 道路局
中山間地域における道の駅等を拠点とし
た自動運転サービスに関する検討業務
（第１回変更）

役務 H31.2.28

中山間地域におけ
る道の駅等を拠点
とした自動運転
サービスに関する
検討業務　パシ
フィックコンサルタ
ンツ・道路新産業
開発機構共同提案
体

8,856,000 ②企画競争 1 契約変更

64 道路局
車両搭載センシングデータの活用方法等
検討業務（第１回変更）

役務 H31.2.28
（株）三菱総合研究
所

5,659,200 ②企画競争 1 契約変更

65 道路局
平成３０年度　道路メンテナンス年報等の
作成に向けたデータ整理・分析業務（第１
回変更）

役務 H31.2.28

平成３０年度　道路
メンテナンス年報
等の作成に向けた
データ整理・分析
業務　ＪＢＥＣ・日本
みち研究所共同提
案体

1,080,000 ②企画競争 1 契約変更

66 道路局
平成３０年度　無電柱化の多様な推進方
策に関する検討業務（第１回変更）

役務 H31.2.28

平成３０年度　無電
柱化の多様な推進
方策に関する検討
業務　パシフィック
コンサルタンツ・日
本総合研究所共同
提案体

4,806,000 ②企画競争 1 契約変更

67 道路局
平成３０年度　冬期道路交通確保に関す
る検討業務（第１回変更）

役務 H31.3.4
（株）建設技術研究
所

453,600 ②企画競争 1 契約変更

68 道路局
平成３０年度　路上における自転車利用
環境の向上に関する検討業務（第１回変
更）

役務 H31.3.7
パシフィックコンサ
ルタンツ（株）首都
圏本社

1,188,000 ②企画競争 1 契約変更
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

69 道路局
日ASEAN交通連携における道路プロジェ
クト推進支援業務（第１回変更）

役務 H31.3.11

日ASEAN交通連携
における道路プロ
ジェクト推進支援業
務共同提案体

0 ②企画競争 1 契約変更

70 道路局
道路分野のインフラシステム海外展開支
援業務（第１回変更）

役務 H31.3.18

道路分野のインフ
ラシステム海外展
開支援業務共同提
案体

540,000 ②企画競争 1 契約変更

71 道路局
海外道路プロジェクトへの参入に関する
調査検討業務（第１回変更）

役務 H31.3.15

海外道路プロジェ
クトへの参入に関
する調査検討業務
共同提案体

108,000 ②企画競争 1 契約変更

72 道路局
大都市圏における高速道路を賢く使うた
めの料金体系に関する調査検討業務（第
２回変更）

役務 H31.3.15

大都市圏における
高速道路を賢く使
うための料金体系
に関する調査検討
業務　地域未来研
究所・計量計画研
究所共同提案体

0 ②企画競争 1 契約変更

73 道路局
平成３０年度　自転車の運行による損害
賠償保障制度のあり方等に関する検討
業務（第１回変更）

役務 H31.3.15
ＳＯＭＰＯリスクマ
ネジメント（株）

0 ②企画競争 1 契約変更

74 道路局
平成３０年度　自転車の通勤利用のあり
方等に関する検討業務（第１回変更）

役務 H31.3.15
パシフィックコンサ
ルタンツ（株）首都
圏本社

0 ②企画競争 1 契約変更

75 道路局

産官民が連携した協議会の活用による自
転車の活用の推進に係る戦略的な広報
活動の検討・実施に関する業務（第１回
変更）

役務 H31.3.15

産官民が連携した
協議会の活用によ
る自転車の活用の
推進に係る戦略的
な広報活動の検
討・実施に関する
業務　日本みち研
究所・電通共同提
案体

0 ②企画競争 1 契約変更

76 道路局
ＥＴＣ２．０の情報収集・提供機能の高度
化等に向けた検討業務（第１回変更）

役務 H31.3.20
（株）長大　東京支
社

5,832,000 ②企画競争 1 契約変更

77 北海道局
平成30年度北海道総合開発計画分析検
討業務（第1回変更）

役務 H31.3.13
デロイト トーマツ コ
ンサルティング
（合）

4,989,600 ②企画競争 1 契約変更
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

78 港湾局
港湾工事における汚染土壌の利用に関
する検討業務（変更）

役務 H31.1.9
（一社）水底質浄化
技術協会

▲ 27,000 ②企画競争 1 変更契約

79 港湾局
良好な港湾空間形成に向けたメガヨット
等受入に関する検討業務（変更）

役務 H31.1.31
（一財）みなと総合
研究財団

1,728,000 ②企画競争 1 変更契約

80 港湾局
プレジャーボート放置艇の適正管理及び
利用環境改善に向けた検討業務

役務 H31.2.5
（一社）日本マリー
ナ・ビーチ協会

475,200 ②企画競争 1 変更契約

81 港湾局
クルーズ船受入の更なる拡充に向けた振
興施策に関する検討業務（変更）

役務 H31.2.15
（一財）みなと総合
研究財団

4,838,400 ②企画競争 1 変更契約

82 港湾局
国際埠頭保安対策のためのカメラシステ
ムのあり方検討業務（変更）

役務 H31.2.18
（公社）日本港湾協
会

108,000 ②企画競争 1 変更契約

83 港湾局
みなとオアシスの活用を通じた地域活性
化に向けた検討業務（変更）

役務 H31.2.18
（一社）ウォーター
フロント協会

83,160 ②企画競争 2 変更契約

84 港湾局
港湾整備事業における経済効果の効果
的把握に関する検討業務（変更）

役務 H31.2.27
（一財）みなと総合
研究財団

75,600 ②企画競争 1 変更契約

85 港湾局 NACCS（海上入出港業務）利用 役務 H31.3.29
輸出入・港湾関連
情報処理センター
(株)

▲ 7,319
①競争性のな
い随意契約

1 変更契約

86 観光庁
災害時における訪日外国人旅行者への
情報提供の更なる促進に関する事業

役務 H31.1.11
（株）三菱総合研究
所

14,990,400 ②企画競争 2

87 観光庁
ＪＮＴＯ認定外国人観光案内所のブランド
力向上のための調査及び、認定ロゴ案の
新規作成業務

役務 H31.1.18
（株）三菱総合研究
所

14,999,256 ②企画競争 4

88 観光庁 アウトバウンド促進に関する調査業務 役務 H31.1.28
（株）ＪＴＢ総合研究
所

7,999,560 ②企画競争 2

89 観光庁 持続可能な観光に関する調査事業 役務 H31.2.4
（株）ＪＴＢ総合研究
所

356,400 ②企画競争 10
契約変更
当初契約日：H30.10.30
当初契約額：14,904,000

90 観光庁
公共交通事業者における多言語表示に
ついての調査事業

役務 H31.2.6
ＰｗＣコンサルティ
ング（同）

29,962,656 ②企画競争 7

91 観光庁
訪日外国人旅行者向けSIMカード・モバイ
ルWi-Fiルーター周知用ウェブサイト最適
化のための調査

役務 H31.2.7 （株）ビーマップ 9,720,000 ②企画競争 2

92 観光庁
宿泊施設における訪日外国人の障害者・
高齢者及びイベント民泊に関する実態調

役務 H31.2.12 （株）ＪＴＢ 9,999,917 ②企画競争 2

93 観光庁
インドからの訪日誘客・受入環境整備の
ための検討調査事業

役務 H31.2.13
ＰｗＣコンサルティ
ング（同）

14,942,232 ②企画競争 5

94 観光庁
観光分野のデジタル化を通じた持続可能
な観光の推進に関する調査事業

役務 H31.2.19
（株）野村総合研究
所

9,986,733 ②企画競争 5

95 観光庁

Ｇ２０観光大臣会合高級実務者級会合及
び持続可能な観光による地方創生に関
する国際シンポジウムのサブスタンス支
援業務

役務 H31.2.20
（株）ＪＴＢ総合研究
所

4,999,104 ②企画競争 1
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①競争性のな
い随意契約
②企画競争
③公募
④その他

企画競争・公
募の場合の
応募者数

政府調
達案件
は○を記
載

公募実施
後、企画
競争へ移
行したもの
は○を記

随意契約の種別

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区分

（物品・役務の
別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額　　　　　

（税込み：円）
備　　　考

96 観光庁 アウトバウンド促進に関する調査業務 役務 H31.3.4
（株）ＪＴＢ総合研究
所

0 ②企画競争 4
契約変更
当初契約日：H31.1.28
当初契約額：7,999,560

97 観光庁
地域観光資源の多言語解説整備支援等
業務事業

役務 H31.3.15 （株）ＪＴＢ ▲ 693,112 ②企画競争 2
契約変更
当初契約日：H30.5.28
当初契約額：298,941,027

98 観光庁
「若旅授業」の開催・運営及び効果検証
業務

役務 H31.3.15
（株）日本旅行 公
務法人営業部

▲ 35,640 ②企画競争 2
契約変更
当初契約日：H30.12.25
当初契約額：1,799,820

99 観光庁
訪日外国人旅行者の受入環境整備に関
するＳＮＳ等を活用した調査・分析業務

役務 H31.3.18
（株）エヌ・ティ・
ティ・データ

12,999,960 ②企画競争 2

100 観光庁 持続可能な観光に関する調査事業 役務 H31.3.19
（株）ＪＴＢ総合研究
所

▲ 756,000 ②企画競争 10
契約変更
当初契約日：H30.10.30
当初契約額：14,904,000

101 観光庁
宿泊施設の地域連携推進事業に関する
業務

役務 H31.3.20
（株）近畿日本ツー
リスト首都圏

▲ 284,192 ②企画競争 4
契約変更
当初契約日：H30.6.29
当初契約額：35,991,960

102 観光庁
宿泊施設における訪日外国人の障害者・
高齢者及びイベント民泊に関する実態調
査業務

役務 H31.3.22 （株）ＪＴＢ 2,997,799 ②企画競争 2
契約変更
当初契約日：H31.2.12
当初契約額：9,999,917

103 観光庁
広域周遊観光促進のための新たな観光
地域支援に関する専門家派遣事業

役務 H31.3.22 （株）ＪＴＢ ▲ 12,142,260 ②企画競争 2
契約変更
当初契約日：H30.7.2
当初契約額：48,365,000

104 観光庁
観光予報プラットフォーム保有情報の購
入

物品 H31.3.25
観光予報プラット
フォーム推進協議
会

2,484,000
①競争性のな
い随意契約

注１：「随意契約の種別欄」の④その他は、緊急随意契約、有利随意契約、不落随意契約に区分し、備考欄に記載すること。
注２：契約の相手方の名称は「（株）」「（一財）」「（一社）」「（公財）」「（公社）」「（独）」など略称にて記載する。
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別記様式３

498,352,675

番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区　　分　　　　　　

（物品・役
務の別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額

（税込み：円）
予定価格

（税込み：円）
落札率

入札参加
者数

政府調達
案件は

○を記載
備　　　考

1
大臣官房会計
課

白灯油（ＪＩＳ１号）（単価契約）（平成３０年１
月～３月分）

物品 H31.1.11 三雄産業(株) 2,997,000 3,116,880 96.15% 2 庁舎管理室

2
大臣官房会計
課

中央合同庁舎第３号館自動制御設備修繕 役務 H31.1.15
三田エンジニアリン
グ（株）

2,538,000 3,020,922 84.01% 2 庁舎管理室

3
大臣官房会計
課

中央合同庁舎第３号館ＰＨＳ設備改修 役務 H31.1.17 電通工業（株） 6,458,400 6,566,400 98.36% 1 庁舎管理室

4
大臣官房会計
課

中央合同庁舎第３号館車庫側溝蓋改修作
業

役務 H31.1.18 （株）ヤマト 5,400,000 5,842,800 92.42% 2 庁舎管理室

5
大臣官房会計
課

中央合同庁舎第３号館防災シャッター設備
ほか修繕

役務 H31.1.31 富士防災設備（株） 2,095,200 2,116,800 98.98% 1 庁舎管理室

6
大臣官房会計
課

歯科診療用バキュームの更新 物品 H31.2.14
(株)田中歯科器械
店

2,909,952 3,479,090 83.64% 1 福利厚生課

7
大臣官房会計
課

中央合同庁舎第３号館廊下階段室壁修繕 役務 H31.2.22 （株）ヤマト 7,560,000 7,668,000 98.59% 1 庁舎管理室

8
大臣官房会計
課

心電計の更新 物品 H31.3.4 (株)メディセオ 1,987,200 2,025,000 98.13% 1 福利厚生課

9
大臣官房会計
課

両袖机外の購入 物品 H31.3.22 (株)ジョイフル 10,260,000 10,503,043 97.69% 2 会計課

10
大臣官房会計
課（情報政策本

国土交通本省行政情報ネットワークシステ
ムの賃貸借延長に係る運用管理業務

役務 H31.1.10 富士通（株） 59,162,400 61,489,584 96.22% 1 ○

11
大臣官房会計
課（海事局）

World Register of ships　購入 物品 H31.1.11
ＩＨＳマークイット
ジャパン（同）

4,752,000 4,752,000 100.00% 1

12
大臣官房会計
課（鉄道局）

ジャワ島北幹線鉄道の高速化に係る諸問
題への対応策に関する調査

役務 H31.1.11 （株）長大 14,212,800 21,967,864 64.70% 2

13
大臣官房会計
課（情報政策本

港湾管理者集計システム改修等業務 役務 H31.1.11
（株）テイルウィンド
システム

9,482,400 14,969,026 63.35% 5

14
大臣官房会計
課（総合政策
局）

共生社会ホストタウンをモデルとした基本構
想の作成・改定の促進に関する調査研究業
務

役務 H31.1.15 （株）アルメックＶＰＩ 2,840,400 3,343,380 84.96% 2

15
大臣官房会計
課（総合政策

「日ASEANコールドチェーン物流ガイドライ
ン」翻訳業務

役務 H31.1.15
（株）ミーハング
ループ

969,840 1,150,200 84.32% 4

16
大臣官房会計
課（海事局）

内航船員の需給予測に関する調査 役務 H31.1.17
（公財）日本海事セ
ンター

2,666,520 3,093,732 86.19% 1

17
大臣官房会計
課（人事課）

国土交通省人事記録PDF化作業請負【単価
契約】

役務 H31.1.17 エヌビーアイ（株） 5,195,880 5,195,880 100.00% 1

18
大臣官房会計
課（海事局）

「船員労務監査情報照会システム」の西暦
対応等に係るシステム改修

役務 H31.1.18
（株）富士通パブ
リックソリューション

4,957,200 4,988,120 99.38% 1

19
大臣官房会計
課（海事局）

ポートステートコントロール情報ネットワーク
システム接続機器データ消去及び返却作業

役務 H31.1.18 （株）マルミヤ 1,814,400 2,510,784 72.26% 3

20
大臣官房会計
課（鉄道局）

軌間可変構造を有する鉄道車両の海外事
例の調査

役務 H31.1.18
日本コンサルタンツ
（株）

9,936,000 12,264,576 81.01% 2

21
大臣官房会計
課（情報政策本

平成３０年度　国土交通省行政情報システ
ムセキュリティ検査業務

役務 H31.1.23 （株）インフォセック 7,992,000 8,090,074 98.79% 1

物　品　及　び　役　務　に　係　る　一　般　競　争　契　約　一　覧　表

（期間　平成３１年１月１日～平成３１年３月３１日）
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番号 発注部局名 契　　約　　件　　名
区　　分　　　　　　

（物品・役
務の別）

契約年月日 契約の相手方
契約金額

（税込み：円）
予定価格

（税込み：円）
落札率

入札参加
者数

政府調達
案件は

○を記載
備　　　考

22
大臣官房会計
課（鉄道局）

地域鉄道事業者の周辺観光地等に関する
調査

役務 H31.1.23
（株）日本能率協会
総合研究所

3,780,000 3,833,427 98.61% 3

23
大臣官房会計
課（港湾局）

平成３０年度　統計情報取得のための
Colinsシステム改修業務

役務 H31.1.25
（株）三井Ｅ＆Ｓマシ
ナリー

5,941,549 6,117,854 97.12% 1

24
大臣官房会計
課（港湾局）

コンテナ物流情報サービス（Colins)への
データ送信環境構築のためのTOS改修業
務（大阪港南港地区等）

役務 H31.1.25 （株）ピット 5,054,400 5,234,349 96.56% 1

25
大臣官房会計
課（自動車局）

「ホワイト物流」推進運動の展開に係る調査
業務

役務 H31.1.28
（株）日通総合研究
所

9,828,000 10,961,125 89.66% 1

26
大臣官房会計
課（総合政策

改元に伴う貨物利用運送事業台帳システム
の改修業務

役務 H31.1.31 （株）ＳＨＮｅｔ 626,400 2,272,752 27.56% 3

27
大臣官房会計
課（情報政策本
部）

自動車燃料消費量調査に係る政府統計共
同利用システムに実装するオンライン調査
用電子調査票作成等業務

役務 H31.1.31
（株）ケー・デー・
シー

3,456,000 5,989,426 57.70% 3

28
大臣官房会計
課（総務課）

ペーパーレス会議システムの拡充等 役務 H31.2.1 （株）マルミヤ 6,966,000 6,995,700 99.58% 1

29
大臣官房会計
課（総合政策

中央合同庁舎第４号館３階執務室二重サッ
シ化等一式

役務 H31.2.20 （株）アッズーリ 2,343,600 2,691,360 87.08% 1

30
大臣官房会計
課（総合政策
局）

平成３０年度　極海域航行における情報
ニーズの調査及び当該情報の取得に係る
調査検討業務

役務 H31.2.26
（株）日通総合研究
所

1,134,000 1,345,875 84.26% 1

31
大臣官房会計
課（海事局）

新規書庫購入設置 物品 H31.3.5 （株）サンポー 2,052,000 2,126,563 96.49% 2

32
大臣官房
官庁営繕部

プロジェクター　他 物品 H31.2.28 (株)サンポー 2,473,200 3,315,708 74.59% 2

33
総合政策局　
海外プロジェク
ト推進課

平成30年度　我が国の競合国等における
「インフラ輸出海外展開戦略」に関する情報
収集業務

役務 H31.2.4 プル－ヴ（株） 7,231,356 9,763,200 74.07% 4

34 国土政策局
国土数値情報利用・管理システム（Ｇ－ＩＳＬ
ＡＮＤ）の位置（住所データ）参照機能更新等
業務

役務 H31.1.17
（株）富士通パブ
リックソリューション
ズ

2,138,400 3,130,920 68.30% 3

35 国土政策局
国土政策局電子計算機システムのデータ
ベース整理及び保存等業務

役務 H31.1.24 内外地図（株） 3,034,800 4,917,240 61.72% 2

36 国土政策局
地理空間情報を活用した地域版主題図集
サンプル作成業務

役務 H31.1.31
東京カートグラ
フィック（株）

2,073,600 3,136,320 66.12% 4

37
土地・建設産業
局

平成３１年地価調査業務に係るデータ集
計、分析等業務（第１回変更）

役務 H31.2.1 ＴＩＳ（株） ▲ 927,612 ▲ 917,632 101.09% 1 契約変更

38
土地・建設産業
局

不動産鑑定評価制度に関する英文資料翻
訳業務

役務 H31.2.8
（株）さくらプランニ
ング

1,007,961 3,747,600 26.90% 5

39
土地・建設産業
局

平成３０年度山村境界基本調査のための資
料作成業務

役務 H31.1.17
（公社）全国国土調
査協会

2,862,000 4,514,400 63.40% 1

40 都市局
OECD地域開発政策委員会第4回閣僚級会
合に係る会議準備･運営業務

役務 H31.2.27
（株）ピーシーオー
ワークス

3,143,718 3,663,601 85.81% 2
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41 都市局
MIPIM　CANNESPECIALLY２０１９に係る会
議準備･運営業務

役務 H31.2.27
（株）メディアアトリ
エ

1,663,200 2,538,000 65.53% 1

42 水資源部
平成３０年度水源地域の課題と情報発信に
関する調査業務（第１回変更）

役務 H31.1.29
中央開発株式会社
東京支社

280,800 291,600 96.30% 1 変更契約

43 住宅局
建築基準法等の施行状況等に関する調
査、整理及び分析等業務

役務 H31.3.14
（一社）建築性能基
準推進協会

5,130,000 5,148,340 99.64% 3

44 北海道局
平成30年度　苫小牧東部地域開発の推進
に関する調査（第1回変更）

役務 H31.3.20
(株)北海道二十一
世紀総合研究所

▲ 200,000 ▲ 151,200 132.28% 1 契約変更

45
国土交通大学
校

国土交通大学校樹木剪定等業務 役務 H31.2.21 協働美装（株） 1,683,423 4,644,000 36.25% 12

46
国土交通大学
校

プレハブ冷凍冷蔵庫機械更新業務 役務 H31.2.21 福島工業（株） 1,501,200 1,924,560 78.00% 2

47 自動車局
国際海上コンテナトレーラーに係る事故防
止対策推進事業

役務 H31.1.4 社会システム（株） 3,942,000 4,179,600 94.32% 1 

48 自動車局
車両安全に資するための医工連携による交
通事故の詳細調査分析

役務 H31.1.7
（公財）交通事故総
合分析センター

41,580,000 45,437,068 91.51% 1 

49 自動車局
自動車登録検査業務電子情報処理システ
ム等の業務改善（図柄入りナンバー管理機
能）

役務 H31.1.7
（株）エヌ・ティ・
ティ・データ

45,792,000 46,440,000 98.60% 1 

50 自動車局
自動車登録検査業務電子情報処理システ
ム等の業務改善（次回重量税額照会機能
構築）

役務 H31.1.7
（株）エヌ・ティ・
ティ・データ

77,868,000 78,840,000 98.77% 1 

51 自動車局
改元に伴う自動車損害賠償責任保険システ
ムの改修業務

役務 H31.1.23 システムリンク（株） 6,247,476 6,684,494 93.46% 1 

52 自動車局
自動車の安全基準の国際比較に関する調
査

役務 H31.1.31
（独）自動車技術総
合機構

5,265,419 6,298,801 83.59% 3 

53 自動車局
車両接近通報装置の音源に関する調査【業
務委託】

役務 H31.1.31
（公財）日本自動車
輸送技術協会

3,000,000 4,448,039 67.45% 1 

54 自動車局
自動車に係る多様な先進安全技術の普及
促進に関する調査

役務 H31.2.1
（株）　現代文化研
究所

5,172,120 5,995,685 86.26% 1 

55 自動車局
乗用車平均燃費の推移及び予測に関する
調査

役務 H31.2.1 （株）インテージ 7,992,000 9,987,578 80.02% 1 

56 自動車局
自動車基準調和フォーラムにおけるＡＢＥＳ
の効果評価に関する調査【業務委託】

役務 H31.2.4
（学）芝浦工業大学　
受託研口

13,261,644 14,899,107 89.01% 1 

57 自動車局
農耕トラクタの公道走行に関する調査業務
【業務委託】

役務 H31.2.15 社会システム（株） 9,504,000 9,826,775 96.72% 1 

58 自動車局
二輪自動車の排気管等の安全性能及び騒
音防止性能の実態把握のための調査

役務 H31.2.20
（公財）日本自動車
輸送技術協会

6,091,200 7,007,127 86.93% 1 

59 港湾局
港湾情報等の利活用に向けた調査・検討業
務（変更）

役務 H31.2.25
（一財）みなと総合
研究財団

2,214,000 2,219,868 99.74% 1 変更契約

60 観光庁 民泊制度運営システムの改修業務 役務 H31.1.11
エヌ・ティ・ティ・コ
ミュニケーションズ

14,904,000 14,958,000 99.64% 1

61 観光庁
宿泊業の生産性向上に関するセミナー企
画・開催業務

役務 H31.1.21 （株）オーエムシー 1,285,200 3,025,851 42.47% 6

62 観光庁
北方四島共同経済活動（観光分野）に係る
調査業務

役務 H31.2.13
（株）ＡＮＡ総合研究
所

3,504,600 3,504,600 100.00% 3

63 観光庁
クルーズ着地型観光の充実に向けた調査
業務

役務 H31.2.19
（株）日本港湾コン
サルタント

972,000 972,000 100.00% 2
契約変更
当初契約日：H30.12.12
当初契約額：14,580,000
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64 観光庁
訪日外国人旅行者の安全・安心確保のため
の情報周知のための印刷物及びデータ作
成・送付

役務 H31.2.20 勝美印刷（株） 11,564,775 11,564,775 100.00% 1

65 観光庁 民泊制度運営システムの改修業務 役務 H31.2.20
エヌ・ティ・ティ・コ
ミュニケーションズ
（株）

4,320,000 4,320,000 100.00% 1
契約変更
当初契約日：H31.1.11
当初契約額：14,904,000

66 観光庁
広域周遊観光促進に資する観光地域づくり
マネージャー育成短期セミナー運営業務

役務 H31.2.28 （株）ジャッツ ▲ 143,579 ▲ 143,579 100.00% 3
契約変更
当初契約日：H30.11.16
当初契約額：1,092,960

67 観光庁
平成３０年度全国通訳案内士試験筆記科目
「通訳案内の実務」に関する研修事務局業
務

役務 H31.3.5 （株）インソース ▲ 440,050 ▲ 440,050 100.00% 3
契約変更
当初契約日：H30.7.6
当初契約額：4,995,000

68 観光庁
平成３０年度テーマ別観光による地方誘客
事業

役務 H31.3.15
（株）近畿日本ツー
リストコーポレート
ビジネス

▲ 3,012,717 ▲ 3,012,717 100.00% 3
契約変更
当初契約日：H30.6.8
当初契約額：124,121,639

注１：「入札参加者数」の欄には、入札書を提出した者の数を記載する。

注２：契約の相手方の名称は「（株）」「（一財）」「（一社）」「（公財）」「（公社）」「（独）」など略称にて記載する。
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別添３  

 

 

公正入札調査会議（契約の適正化小グループ）実施要領 

 

（目 的） 

  本要領は、「公正入札調査会議開催要綱（平成２６年４月１日改正）」に基づき、国土交

通本省内部部局（航空局を除く。）、国土交通大学校及び観光庁（以下「本省等」という。）

において公正入札調査会議（契約の適正化小グループ）（以下「会議」という。）におけ

る契約の適正化について意見申述の実施に必要な事項を定めるものである。 

 

（会議の事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事務を行う。 

 一 本省等が発注した物品及び役務に係る契約の過程及び契約の内容（但し、官庁営繕部

所  掌の工事の設計、工事監理及び工事に関する調査並びに航空局所掌のものを除く。）

の報  告を受けること。 

 二 本省等が発注した物品及び役務のうち会議が抽出したものに関し、次にかかる事項に

ついての審議を行い、意見申述を行うこと。 

   イ 一般競争入札方式参加資格の設定の理由及び経緯 

   ロ 企画競争方式及び参加者の有無を確認する公募手続を行った契約方式に係る応募

要件等の設定の理由及び経緯 

   ハ ロ以外の随意契約に係る選定理由及び経緯 

   ニ 指名競争入札方式に係る指名の理由及び経緯 

  

（会議の構成員） 

第３条 会議の構成員は、別紙のとおりとする。 

 

（会 議） 

第４条 第２条各号の事務に係る会議（以下「定例会議」という。）は、原則として３箇月

に １回以上開催するほか、必要に応じて随時開催する。 

２ 前項に規定する会議は、非公開とし、議事の概要は、これを公表する。 

 

（会議への報告） 

第５条 会議への報告は、次に掲げる資料（予定価格が２５０万円を超えない製造、予定価

格 が１６０万円を超えない財産の買入、予定価格が１００万円を超えない役務の提供及び

予定 賃借料の年額又は総額が８０万円を超えない物件の借入並びに国の行為を秘密にする

必要の あるものに係るものを除く。）を提出して行うものとする。 



       

 

  

  一 原則として会議開催の前々月以前３箇月間における本省等発注に係る次の資料 

   イ 総括表（別記様式１） 

   ロ 物品及び役務に係る一般競争契約一覧表（別記様式２） 

   ハ 物品及び役務に係る随意契約一覧表（別記様式３） 

   ニ 物品及び役務に係る指名競争契約一覧表（別記様式４） 

 二 その他報告を要する資料 

 

 

（抽出の委任） 

第６条 会議は、第２条第２号の抽出に関する事務を、あらかじめ指定した委員（以下「当

番 委員」という。）に委任することができる。 

２ 当番委員は、定例会議において、自らの行った抽出結果の報告を行わなければならない。 

 

（抽出方法） 

第７条 抽出は、別記様式２、別記様式３及び別記様式４に定める契約一覧表（以下「一覧

表」 という。）の中から、契約の方式別に無作為の方法によって行う。 

  なお、当番委員は、その他必要と認める場合には、一覧表の中から、任意に抽出するこ

とができる。 

 

（委員の除斥） 

第８条 委員は、第２条第２号の事務に関しては、自己又は３親等以内の親族の利害に関係

の ある議事に加わることができない。 

 

（秘密を守る義務） 

第９条 委員は第２条の事務を処理する上で知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その

職 を退いた後も、また同様とする。 

 

（会議の庶務） 

第１０条 会議の庶務は、国土交通省大臣官房会計課が処理する。 

 

 附  則 

（施行期日） 

  この要領は、平成２０年４月１１日から施行する。 

 

 附  則（平成２６年４月１日国官会３１２６号） 

（施行期日） 

  この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 



       

 

  

（別 紙） 
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